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平成２１年度山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算の概況について 

 

１ 一般会計決算の概況 

（単位：円、％） 

区       分 平成２１年度 平成２０年度 増 減 額 増減率 

歳 入 総 額 A 486,964,749,668 451,647,591,369 35,317,158,299 7.8 

歳 出 総 額 B 478,873,693,000 444,735,987,987 34,137,705,013 7.7 

歳入歳出差引額 
（形式収支額） 

C=A-B 8,091,056,668 6,911,603,382 1,179,453,286 17.1 

翌年度繰越財源額 D 5,936,532,245 4,884,049,324 1,052,482,921 21.5 

実 質 収 支 額 E=C-D 2,154,524,423 2,027,554,058 126,970,365 6.3 

前年度実質収支額 F 2,027,554,058 2,091,743,052 △64,188,994 △3.1 

単年度収支額 G=E-F 126,970,365 △64,188,994 191,159,359 297.8 

財政調整基金 
積 立 額 

H 1,017,903,423 1,025,743,202 △7,839,779 △0.8 

地方債繰上償還額 I 0 315,060,644 △315,060,644 皆減 

財政調整基金 
取 崩 額 

J 0 0 0 ― 

実質単年度収支額 
K= 

G+H+I-J 
1,144,873,788 1,276,614,852 △131,741,064 △10.3 

 

 

○ 歳入総額は、４，８６９億６，４７４万９，６６８円 

歳出総額は、４，７８８億７，３６９万３，０００円となった。 

 

 

○ 歳入は、前年度決算額より３５３億１，７１５万円余、７．８％の増、歳出は３４１億３，７７０万円

余、７．７％の増とそれぞれ前年度を上回ることとなった。 

 

 

○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、８０億９，１０５万円余で、平成２２年度への繰越財源額

５９億３，６５３万円余を差し引いた実質収支額は、２１億５，４５２万円余の黒字となった。 

 

 

○ 平成２１年度の実質収支額から、前年度実質収支額の２０億２，７５５万円余を差し引いた単年度収支

額は１億２，６９７万円余の黒字となった。 

 

 

○ さらに、単年度収支額に財政調整基金積立額の１０億１，７９０万円余を加算した実質単年度収支額は、 

１１億４，４８７万円余の黒字となった。 
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（歳入の状況） 

○ 総 括 

 

 

収入率は、予算現額に対し９０．６％、調定額に対し９８．９％となった。 

   （前年度収入率は対予算現額 ９２．５％、対調定額 ９８．８％） 

 

また、収入済額を前年度と比べると、３５３億１，７１５万円余、７．８％の増となった。 

 

不納欠損額は、既に調定された歳入で徴収ができないと認定されたものであるが、このうち主な内容は県

税と県税に係る加算金である。 

 

収入未済額は調定後、出納閉鎖までに収納されなかったもので、このうち県税が８２．２％、諸収入（行

政代執行経費等）が８．８％、使用料及び手数料（県営住宅使用料等）が８．５％を占めている。 

 

 

○ 主なもの 

 

・ 県  税 
 

収入済額は、８３２億３２４万円余で、前年度に比べ、２８８億６，３１９万円余、２５．８％の減

となった。 
 

これは、法人事業税 ２１８億５５０万円、法人県民税 ３９億３，４０１万円、自動車取得税 ９

億２，８８０万円、地方消費税 ８億８，３１８万円、個人県民税 ８億３，４０７万円、自動車税 ２

億３，５０２万円の減等によるものである。 

 

 

・ 地方消費税清算金 
 

収入済額は、１７１億５，７５１万円余で、前年度に比べ、４億５，９３４万円余、２．８％の増 

となった。 

 

 

・ 地方譲与税 
 

収入済額は、６２億３，３６３万円余で、前年度に比べ、４４億９，８９５万円余、２５９．４％

の増となった。 
 

これは、地方法人特別譲与税 ４３億８，０７９万円、地方揮発油譲与税 １０億２，１２５万円の増、

地方道路譲与税 ８億９，７１０万円の減等によるものである。 

 

 

 ・ 地方特例交付金 
 

収入済額は、１２億４４３万円余で、前年度に比べ、５億６，６４６万円余、３２．０％の減となった。 
 

これは、特別交付金 １，９７７万円の増、地方税等減収補てん臨時交付金 ４億２，５９７万円、地

方特例交付金 １億６，０２６万円の減等によるものである。 

 

予 算 現 額 ５，３７２億５，０１０万３，９２６円 

調 定 額 ４，９２２億３，２９１万７，２６９円 

収 入 済 額 ４，８６９億６，４７４万９，６６８円 

不納欠損額 ３億６，２３２万５，００４円 

収入未済額 ４９億  ５８４万２，５９７円 
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 ・ 地方交付税 
 

収入済額は、１，１１４億９，３６９万円余で、前年度に比べ、６３億９，０５０万円余、５．４％

の減となった。 
 

 これは、特別交付税 ７，９４９万円の増、普通交付税 ６４億７，０００万円の減によるものである。 

 

 

 ・ 交通安全対策特別交付金 
 

収入済額は、３億６，７３３万円余で、前年度に比べ、６６２万円、１．８％の増となった。 

 

 

 ・ 分担金及び負担金 
 

収入済額は、３７億４，７４２万円余で、前年度に比べ、５億８，４６８万円余、１３．５％の減 

となった。 
 

 これは、道路橋りょう費負担金 ２，７７３万円、土木管理費負担金 １，４６５万円の増、都市計画

費負担金 ４億６，９９６万円、農地費負担金 １億１，２００万円、社会福祉費負担金 ４，３４４万

円の減等によるものである。 
 

 

・ 使用料及び手数料 
 

収入済額は、８６億４，５０８万円余で、前年度に比べ、５５９万円余、０．１％の減となった。 
 

 これは、証紙収入 ８，５３２万円、大学費使用料 ４，６１０万円の増、道路使用料 ５，８５７万

円、県営住宅使用料 ４，７５０万円、農林水産業費使用料 ３，１５３万円の減等によるものである。 
 

 

・ 国庫支出金 
 

収入済額は、１，０１３億３，５８３万円余で、前年度に比べ、２９１億１，７４６万円余、４０．

３％の増となった。 
 

 これは、土木費国庫補助金 ７１億５，４３２万円、民生費国庫補助金 ７０億７，０６２万円、衛生

費国庫補助金 ６９億１，０６５万円、諸支出金国庫補助金 ４７億８，９５９万円、農林水産業費国庫

補助金 １６億７，１４８万円、商工費国庫補助金 ８億５，２７８万円、総務費国庫補助金 ７億５，

２０５万円、総務費国庫委託金 ５億８，４７８万円、警察費国庫補助金 ５億２，９２３万円の増、労

働費国庫補助金 ５億１，０７７万円、災害復旧費国庫補助金 ４億８，３１３万円、教育費国庫負担金 

４億６，４３４万円の減等によるものである。 
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 ・ 財産収入 
    

収入済額は、６億５，９９０万円余で、前年度に比べ、１億７，８９６万円余、２１．３％の減とな

った。 

これは、出えん金返還収入 ３，０００万円の増、不動産売払収入 １億４，６６０万円、利子及び配

当金 ５，６６９万円の減等によるものである。 
 

 

 ・ 繰入金 
 

収入済額は、２８０億８，５２９万円余で、前年度に比べ、９９億１，１４４万円余、５４．５％の

増となった。 
 

 これは、商工業振興資金特別会計繰入金 １１５億８，８１８万円、県債管理基金繰入金 ２０億円、

緊急雇用創出事業臨時特例基金繰入金 １７億１，５３３万円、ふるさと雇用再生特別基金繰入金 １０

億１，９６８万円、社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金繰入金 ４億２，７８５万円、介護職員処遇改

善等臨時特例基金繰入金 ３億６，１０３万円、森林整備加速化・林業再生基金繰入金 ３億５，５５３

万円、安心こども基金繰入金 ２億７，６５２万円の増、中小企業近代化資金特別会計繰入金 ３５億円、

公共施設整備等事業基金繰入金 ２８億３，２１４万円、土地開発基金繰入金 ２０億円の減等によるも

のである。 

 

 

・ 諸収入 

収入済額は、２０６億１２０万円余で、前年度に比べ、６億６，６６７万円余、３．１％の減とな

った。 

 

 これは、民生貸付金等償還金 １億７，３１９万円の増、総務貸付金等償還金 １億９，８００万円、土木

受託事業収入 １億９，３４６万円、総務受託事業収入 １億９，１３６万円、収益事業収入 １億７，９７

１万円、県預金及び貸付金等利子収入 ７，３１９万円の減等によるものである。 

 

 

・ 県  債 
 

収入済額は、９７２億２３０万円で、前年度に比べ、２７６億３，９４０万円、３９．７％の増となった。 
 

 これは、臨時財政対策債 ２２３億２，３２０万円、減収補てん債（特例分） １０２億１，６００万

円、一般補助事業債 ５０億８０万円の増、退職手当債 ５０億円、単独事業債 ４７億３，０８０万円、

災害復旧事業債 １億６，９８０万円の減によるものである。 
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（歳出の状況） 

 

○ 総 括 

予 算 現 額 ５，３７２億５，０１０万３，９２６円 

支 出 済 額 ４，７８８億７，３６９万３，０００円 

翌年度繰越額 ４０９億２，３９９万２，０１４円 

不 用 額 １７４億５，２４１万８，９１２円 

 

支出済額は、前年度に比べ、３４１億３，７７０万円余、７．７％の増となっている。（予算現額の対前年

度増減率１０．０％増） 

 

予算現額に対する執行率は、８９．１％であり、前年度の執行率９１．０％に比べ、１．９ポイントの減

となっている。 

 

○ 主なもの 

 

 ・ 総務費 
 

支出済額は、３４２億９，０４７万円余で、前年度に比べ、１３億２，０３１万円余、３．７％の減

となった。 
 

 これは、法人二税等償還金 ２７億４，１９９万円、山梨県グリーンニューディール基金積立 ６億４，

６１９万円の増、土地開発公社経営再建事業費 ２２億円、市町村合併推進事業費 ６億１，５１０万円、

職員給与費等 ５億６６７万円、退職手当 ４億８，４５６万円、個人県民税徴収取扱費交付金 ４億８，

１１８万円、電算システム運営管理費 ３億２，４５７万円の減等によるものである。 
 

 

 

・ 民生費 
 

支出済額は、５０４億７，６６２万円余で、前年度に比べ、８４億８，１７９万円余、２０．２％

の増となった。 
 

 これは、介護職員処遇改善等臨時特例基金積立金 ３１億２７９万円、介護基盤緊急整備等臨時特例基

金積立金 ２０億５，０９３億円、社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金積立金 １０億３，５７３万円、 

後期高齢者医療給付費 ７億９，４５８万円、安心こども基金積立金 ６億２，１２３万円、介護保険給

付費県負担金 ４億６，９５８万円、生活福祉資金貸付事業推進費補助金 ３億６，８４８万円、障害者

日中活動支援サービス費 ３億６，６１７万円、介護職員処遇改善交付金事業費 ３億４，０６３万円の

増、老人保健法による医療給付費 ６億２，１０６万円の減等によるものである。 
 

 

・ 衛生費 
 

支出済額は、２３５億７，５０２万円余で、前年度に比べ、８３億６，４５７万円余、５５．０％の増と

なった。 
 

これは、地域医療再生臨時特例基金積立金 ５０億円、県立病院事業会計への繰出金 ２５億７８６万

円、医療施設耐震化臨時特例基金積立金 １８億７，９２３万円、妊婦健康診査支援事業費 １億４，１

５１万円の増、最終処分場整備推進費 ７億３，６２３万円、妊婦健康診査支援基金積立金 ５億３０２

万円の減等によるものである。 
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・ 労働費 
 

支出済額は、９１億６，５１６万円余で、前年度に比べ、１３億６，４７１万円余１７．５％の増

となった。 
 

これは、緊急雇用創出事業臨時特例基金積立金 ４０億４，１５３万円、緊急雇用創出事業臨時特例基

金事業市町村補助金 ７億４，７５４万円、ふるさと雇用再生特別基金事業県委託事業費 ５億４，６２

４万円、ふるさと雇用再生特別基金事業市町村補助金 ４億７，４２４万円の増、ふるさと雇用再生特別

基金積立金 ４５億２，７７２万円の減等によるものである。 
 

 

・ 農林水産業費 
 

支出済額は、３６８億４，４９２万円余で、前年度に比べ、９億７１万円余、２．５％の増となった。 
 

これは、山梨県森林整備加速化・林業再生基金積立金 １９億６万円、経営構造対策事業費補助金 ４

億３，１０２万円、水源地域緊急整備事業費 ３億５，７１８万円の増、土地改良費 １０億２，２４４

万円、障害防止対策治山事業費 ３億４，６６４万円、やまなし果樹産地施設等整備事業費 ２億９，４

８３万円の減等によるものである。 
 

 

・ 商工費 
 

支出済額は、２１８億８，８４６万円余で、前年度に比べ、８２億３，４４３万円余、６０．３％の

増となった。 
 

 これは、商工業振興資金特別会計繰出金 ７３億８，４９７万円、企業立地対策費 ８億６，５６１万

円、宝石美術専門学校整備事業費 １億１，５６０万円の増、資金対策費 １億１，３７５万円の減等に

よるものである。 
 

 

 

・ 土木費 
 

支出済額は、８３４億８，４８０万円余で、前年度に比べ、２１億１，１３８万円余、２．６％の増

となった。 
 

これは、道路橋りょう建設費 ２５億２，６０３万円、国直轄河川事業費負担金 １３億５，７７４万

円の増、道路橋りょう整備費 １５億４，１２０万円の減等によるものである 
 

 

・ 警察費 
 

支出済額は、２２９億２，９５７万円余で、前年度に比べ、７億５，６３７万円余、３．４％の増

となった。 
 

これは、職員給与費等 ３億７，５０５万円、航空機維持費 １億３，４９０万円、待機宿舎等改修費 

１億１，８３０万円、運転免許証作成費 ９，９２５万円、交通安全指導費 ８，０５１万円、強行犯罪

捜査取締費 ７，８８３万円、防犯運動費 ７，１４９万円の増、交通管制センター整備費 １億９，４

００万円の減等によるものである。 
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・ 教育費 
 

支出済額は、９１２億６１２万円余で、前年度に比べ、８億８１３万円余、０．９％の減となった。 
 

これは、高校施設整備費 １１億３２０万円の増、職員給与費（小学校費） ９億６，２９０万円、職

員給与費（中学校費） ５億２，５４２万円、職員給与費（高等学校費） ４億２，３１７万円の減等に

よるものである。 

 

 

・ 災害復旧費 
 

   支出済額は、１億４１３万円余で、前年度に比べ、７億９２７万円余、８７．２％の減となった。 
 

これは、土木施設災害復旧費 ５億５，８３３万円、農林水産施設災害復旧費 １億５，０９４万円の

減によるものである。 
 

 

・ 公債費 
 

支出済額は、７７３億７，３２８万円余で、前年度に比べ、２９億５，２９２万円余、４．０％の増

となった。 
 

 

・ 諸支出金 
 

支出済額は、２６６億５，６６７万円余で、前年度に比べ、３８億４，８２８万円余、１６．９％の増と

なった。 
 

これは、公共施設整備等事業基金積立金 ４４億７，０３４万円、地方消費税交付金 ２億２，８１７

万円の増、自動車取得税交付金 ７億５，６９９万円、地方消費税清算金 ２億３，５５５万円の減等に

よるものである。 
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２ 特別会計決算の概況 

（単位：円、％） 

区       分 平成２１年度 平成２０年度 増 減 額 増減率 

歳 入 総 額 A 274,500,136,450 276,377,857,801 △1,877,721,351 △0.7 

歳 出 総 額 B 262,129,170,780 265,536,822,493 △3,407,651,713 △1.3 

歳入歳出差引額 
（形式収支額） 

C=A－B 12,370,965,670 10,841,035,308 1,529,930,362 14.1 

翌年度繰越財源額 D 173,635,679 251,914,033 △78,278,354 △31.1 

実 質 収 支 額 E=C－D 12,197,329,991 10,589,121,275 1,608,208,716 15.2 

 

 

○ 特別会計は、恩賜県有財産特別会計など１２会計である。 

 

○ 歳入総額は、２，７４５億１３万６，４５０円 

歳出総額は、２，６２１億２，９１７万７８０円となった。 

 

○ 歳入は、前年度決算額より１８億７，７７２万円余、０．７％の減、歳出は３４億７６５万円余、１．３％

の減となった。 

 

○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、１２３億７，０９６万円余で、平成２２年度への繰越財源額

１億７，３６３万円余を差し引いた実質収支額は、１２１億９，７３２万円余となり、９会計が黒字、３会

計が収支同額となった。 

 

○ 会計別の状況 

 

・ 恩賜県有財産特別会計 
 

収入済額は、８３億６，１８２万円余で、前年度に比べ、１５億２，５７５万円余、１５．４％の減とな

った。 
 

これは、繰越金 １億５，１８３万円、林道債 ７，３００万円、生産物売払収入 ２，２３７万円の増、

借換債 １４億２，６８０万円、不動産売払収入 １億６，９０６万円、事業費補助金 ９，２７０万円、

財産貸付収入 ３，２１３万円、造林債 ２，６００万円の減等によるものである。 

 

  支出済額は６８億４，８１６万円余で、前年度に比べ、１６億５，４６４万円余、１９．５％の減となった。 
 

これは、元利償還金 １４億６，０４７万円、保護管理費 ２億２万円の減等によるものである。  
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・ 災害救助基金特別会計 
 

収入済額は、２０３万円余で、前年度に比べ、１１９万円余、３７．０％の減となった。 
 

 これは、財産収入 １１９万円の減によるものである。 

 

   支出済額は、２０３万円余で、前年度に比べ、１１９万円余、３７．０％の減となった。 
 

 これは、備蓄費 １１９万円の減によるものである。 

 

・ 母子寡婦福祉資金特別会計 
 

収入済額は、２億９，１４０万円余で、前年度に比べ、１，９９９万円余、７．４％の増となった。 
 

これは、繰越金 ２，９６５万円の増、繰入金 ６０５万円、母子福祉資金元利収入 ２７３万円、寡

婦福祉資金元利収入 ８６万円の減等によるものである。 
 
 

 ・ 支出済額は、９，２０３万円余で、前年度に比べ、３，０１０万円余、４８．６％の増となった。 
 

 これは、公債費償還金 １，８９７万円、一般会計繰出金 １，０８９万円、母子福祉費（貸付金） ６

７１万円の増、母子福祉費（その他） ５９７万円の減等によるものである。 

 

・ 中小企業近代化資金特別会計 
 

収入済額は、５２億５，９６２万円余で、前年度に比べ、４６億２２３万円余、４６．７％の減となった。 
 

 これは、高度化資金貸付金償還金 ２億６，５７８万円の増、繰越金 ３２億７，５７０万円、高度化

資金債 １４億３，３８９万円、小規模企業者等設備導入資金貸付金償還金 １億１，７２３万円の減等

によるものである。 

 

   支出済額は、２２億１，０６１万円余で、前年度に比べ、４９億２，０２４万円余、６９．０％の減とな

った。 
 

 これは、県単独中小企業設備貸与資金貸付金 ６，５３８万円の増、一般会計繰出金 ３５億円、高度

化資金貸付金 １５億２，２２０万円の減等によるものである。 

 

・ 農業改良資金特別会計 
 

収入済額は、３億２，８６４万円余で、前年度に比べ、１，７４３万円余、５．６％の増となった。 
 

 これは、繰越金 ３，６８７万円の増、農業改良資金償還金 １，８７７万円の減等によるものである。 

 

   支出済額は、９，５９２万円余で、前年度に比べ、１，９０７万円余、２４．８％の増となった。 
 

 これは、貸付金 １，０９３万円、償還金 ５５４万円、繰出金 ２７７万円の増等によるものである。 
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・ 市町村振興資金特別会計 
 

収入済額は、７２億５，５１１万円余で、前年度に比べ、６億６，１４４万円余、１０．０％の増となっ

た。 
 

これは、繰越金 ７億７，８３２万円の増、貸付金元利収入（元金） １億７９９万円、貸付金元利収

入（利子） ８８８万円の減等によるものである。 

 

   支出済額は、１０億９，１３４万円余で、前年度に比べ、３億６，６９０万円、２５．２％の減となった。 
 

 これは、辺地振興資金貸付金 ３，５００万円の増、市町村振興資金貸付金 ３億７，９２０万円、過

疎地域振興資金貸付金 ２，１７０万円、償還金 １００万円の減等によるものである。 

 

・ 県税証紙特別会計 
 

収入済額は、２０億８，０８４万円余で、前年度に比べ、９億３，６２７万円余、３１．０％の減となっ

た。 
 

 これは、自動車取得税証紙収入 ９億３，１２０万円、自動車取得税繰越金 ５２７万円の減等による

ものである。 

 

   支出済額は、２０億７，００８万円余で、前年度に比べ、９億２，８１８万円余、３１．０％の減となっ

た。 
 

 これは、自動車取得税繰出金 ９億２，８３８万円の減等によるものである。 

 

・ 集中管理特別会計 
 

収入済額は、１，０９４億２，７７８万円余で、前年度に比べ、４３億２５９万円余、３．８％の減とな

った。 
 

 これは、給与管理収入 ４２億５，６１８万円、一般会計繰入金 ７，８０１万円の減等によるもので

ある。 

 

   支出済額は、１，０９３億３，６４８万円余で、前年度に比べ、４２億５，５２５万円余、３．７％の減

となった。 
 

これは、給与管理費 ４２億５，４４６万円の減等によるものである。 

 

・ 商工業振興資金特別会計 
 

収入済額は、３４６億３３８万円余で、前年度に比べ、１５５億７，６５５万円余、８１．９％の増

となった。 
 

これは、貸付金元利収入 １１６億６，３７０万円、繰入金 ７３億８，４９７万円の増、繰越金 ３

４億７，２１２万円の減等によるものである。 

 

   支出済額は、３４６億３３８万円余で、前年度に比べ、１５５億７，６５５万円余、８１．９％の

増となった。 
 

 これは、一般会計繰出金１１５億８，８１８万円、資金貸付金 ３９億８，８４８万円の増等によるも

のである。 
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・ 林業・木材産業改善資金特別会計 
 

収入済額は、２億４，６２５万円余で、前年度に比べ、１９３万円余、０．８％の増となった。 
 

 これは、繰越金 １，５６６万円の増、林業・木材産業改善資金償還金 １，２４５万円の減等による

ものである。 

 

   支出済額は、９，８２９万円余で、前年度に比べ、１１３万円余、１．１％の減となった。 
 

 これは、林業・木材産業改善資金貸付金 １０３万円の減等によるものである。 

 

・ 流域下水道事業特別会計 
 

収入済額は、８８億５１万円余で、前年度に比べ、８億３，８３９万円余、８．７％の減となった。 
 

 これは管理費負担金 ３億５３１万円の増、借換債 ６億１，３００万円、事業費県補助金 ３億１，

１９４万円、繰越金 ２億２，５４５万円の減等によるものである。 

 

    支出済額は、７８億３，８０７万円余で、前年度に比べ、９億５，７１９万円余、１０．９％の減と

なった。 
 

これは、流域下水道建設費 ３億４，１１６万円、公債費元利償還金 ５億６，６４３万円、管理総務

費 ２，５２３万円、維持管理費 ２，４３７万円の減等によるものである。 

 

・ 公債管理特別会計 
 

   収入済額は、９７８億４，２７２万円余で、前年度に比べ、５９億４，８６３万円余、５．７％の減

となった。 
 

これは、一般会計繰入金 ２９億５，０３４万円の増、借換債 ８８億５，７２０万円の減等によるも

のである。 

 

   支出済額は、９７８億４，２７２万円余で、前年度に比べ、５９億４，８６３万円余、５．７％の減

となった。 
 

これは、県債管理基金積立金 ３億３，０００万円の増、元利償還金 ６２憶８，３４９万円の減によ

るものである。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


